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大規模公園ビジョン



大規模公園ビジョン

大規模公園の将来の方向性
・｢維持管理する資産｣といった枠の中の発想から、｢未来へ継承する
資産｣｢柔軟に使いこなせる資産｣｢まちに開かれた資産｣として再認
識し、市民全体の利益につながるように価値のさらなる向上を図る

重視すべき視点
・豊かな自然を守り育てる ・市民の暮らしの中にある
・KOBEを伝え発信する ・SDGsの達成に貢献する

大規模公園が社会的な要請に応えていくために必要な
リノベーションやマネジメントの展開方策について
具体化を図り、戦略的に取り組む

基本方針
①都市を守るグリーンインフラの保全と育成
②みんなに愛されるゆとり空間の創出と充実
③KOBEブランド構築に貢献する公園文化の発信と展開
④持続可能な公園運営を実現するための改革と連携



大規模公園ビジョン



大規模公園ビジョン



大規模公園ビジョン



大規模公園ビジョン



スケジュール



今後のスケジュール



広報紙KOBE
（2023年10月号）



広報紙KOBE2023年10月号挟み込み



広報紙KOBE2023年10月号挟み込み



都市計画全般



神戸市都市計画マスタープラン

王子公園

憩いの拠点：スポーツ・レクリエーションの場となる主な公園・施設など



関連都市計画

用途地域等 第 2 種住居地域（建蔽率：60％、容積率：200％）、第 5 種高度地区、準防火地域 
都市計画公園 5.5.1 号 王子公園（総合公園、面積：約 19.4ha） 
都市計画駐車場 第 28 号 王子駐車場（面積：約 1.98ha、構造：地下 1 層、駐車台数：530 台） 
前面道路（北側） 
前面道路（南⻄側） 
前面道路（南東側） 

3.5.22 号 野崎線 （延⻑：2,700m、代表幅員：15m、車線数：2 車線） 
3.3.12 号 原田線 （延⻑：1,970m、代表幅員：27m、車線数：4 車線） 
3.5.21 号 阪急沿線（延⻑：2,850m、代表幅員：15m、車線数：2 車線） 

その他 居住誘導区域、広域型都市機能誘導区域 



都市計画の決定経緯

5.5.1号 王子公園

第28号 王子駐車場

指定年月日 種別
名称

位置 面積
番号 公園名

1946年
(昭和21年)
8月15日

31
王子総合
運動場

神戸市青谷町、王子町、葺合
区上筒井通

60,500坪
(約20ha)

1950年
(昭和25年）
7月11日

31
王子総合
運動場

神戸市灘区王子町、青谷町
57,929坪
(約19.2ha)

1958年
(昭和33年)
3月31日

56 王子公園 神戸市灘区王子町、青谷町 約19.2ha

1981年
(昭和56年)
10月20日

運動
公園

56 王子公園
神戸市灘区王子町2丁目及び
3丁目並びに青谷町1丁目

約19.2ha

1986年
(昭和61年)
7月18日

総合
公園

5.5.1 王子公園
神戸市灘区王子町2丁目及び
3丁目並びに青谷町1丁目

約19.4ha

今回
総合
公園

5.5.1 王子公園
神戸市灘区王子町2丁目及び
3丁目並びに青谷町1丁目

約15.9ha

指定年月日
名称

位置 面積 構造
番号 駐車場名

1994年
（平成6年）
12月9日

28 王子駐車場 神戸市灘区王子町2丁目 約19,800㎡ 地下1層



公園



計画図（公園）



公園種別一覧

災害時における避難路の確保、都市生活の安全性及び快適性の確保等を図ることを目的として、近隣住区又は近
隣住区相互を連絡するように設けられる植樹帯及び歩行者路又は自転車路を主体とする緑地で幅員10～20ｍを標
準として、公園、学校、ショッピングセンタ－、駅前広場等を相互に結ぶよう配置する。

緑道

主として都市の自然的環境の保全並びに改善、都市の景観の向上を図るために設けられている緑地であり、１箇
所あたり面積0.1ha以上を標準として配置する。但し、既成市街地等において良好な樹林地等がある場合あるいは

植樹により都市に緑を増加又は回復させ都市環境の改善を図るために緑地を設ける場合にあってはその規模を
0.05ha以上とする。(都市計画決定を行わずに借地により整備し都市公園として配置するものを含む)

都市緑地

大気汚染、騒音、振動、悪臭等の公害防止、緩和若しくはコンビナ－ト地帯等の災害の防止を図ることを目的と
する緑地で、公害、災害発生源地域と住居地域、商業地域等とを分離遮断することが必要な位置について公害、
災害の状況に応じ配置する。

緩衝緑地

風致公園、動植物公園、歴史公園、墓園等特殊な公園で、その目的に則し配置する。特殊公園

緩衝緑地等

主として一の都府県の区域を超えるような広域的な利用に供することを目的として国が設置する大規模な公園に
あっては、１箇所当たり面積おおむね300ha以上を標準として配置する。国家的な記念事業等として設置するもの

にあっては、その設置目的にふさわしい内容を有するように配置する。
国営公園

大都市その他の都市圏域から発生する多様かつ選択性に富んだ広域レクリエ－ション需要を充足することを目的
とし、総合的な都市計画に基づき、自然環境の良好な地域を主体に、大規模な公園を核として各種のレクリエ－
ション施設が配置される一団の地域であり、大都市圏その他の都市圏域から容易に到達可能な場所に、全体規模
1000haを標準として配置する。

レクリエーショ
ン都市

主として一の市町村の区域を超える広域のレクリエ－ション需要を充足することを目的とする公園で、地方生活
圏等広域的なブロック単位ごとに１箇所当たり面積50ha以上を標準として配置する。

広域公園

大規模公園

都市住民全般の主として運動の用に供することを目的とする公園で都市規模に応じ１箇所当たり面積15～75haを
標準として配置する。

運動公園

都市住民全般の休息、観賞、散歩、遊戯、運動等総合的な利用に供することを目的とする公園で都市規模に応じ
１箇所当たり面積10～50haを標準として配置する。

総合公園

都市基幹公園

主として徒歩圏内に居住する者の利用に供することを目的とする公園で誘致距離１kmの範囲内で１箇所当たり面
積４haを標準として配置する。都市計画区域外の一定の町村における特定地区公園（カントリ－パ－ク）は、面
積４ha以上を標準とする。

地区公園

主として近隣に居住する者の利用に供することを目的とする公園で近隣住区当たり１箇所を誘致距離500mの範囲
内で１箇所当たり面積２haを標準として配置する。

近隣公園

もっぱら街区に居住する者の利用に供することを目的とする公園で誘致距離250mの範囲内で１箇所当たり面積
0.25haを標準として配置する。

街区公園

住区基幹公園

内容種別種類

災害時における避難路の確保、都市生活の安全性及び快適性の確保等を図ることを目的として、近隣住区又は近
隣住区相互を連絡するように設けられる植樹帯及び歩行者路又は自転車路を主体とする緑地で幅員10～20ｍを標
準として、公園、学校、ショッピングセンタ－、駅前広場等を相互に結ぶよう配置する。

緑道

主として都市の自然的環境の保全並びに改善、都市の景観の向上を図るために設けられている緑地であり、１箇
所あたり面積0.1ha以上を標準として配置する。但し、既成市街地等において良好な樹林地等がある場合あるいは

植樹により都市に緑を増加又は回復させ都市環境の改善を図るために緑地を設ける場合にあってはその規模を
0.05ha以上とする。(都市計画決定を行わずに借地により整備し都市公園として配置するものを含む)

都市緑地

大気汚染、騒音、振動、悪臭等の公害防止、緩和若しくはコンビナ－ト地帯等の災害の防止を図ることを目的と
する緑地で、公害、災害発生源地域と住居地域、商業地域等とを分離遮断することが必要な位置について公害、
災害の状況に応じ配置する。

緩衝緑地

風致公園、動植物公園、歴史公園、墓園等特殊な公園で、その目的に則し配置する。特殊公園

緩衝緑地等

主として一の都府県の区域を超えるような広域的な利用に供することを目的として国が設置する大規模な公園に
あっては、１箇所当たり面積おおむね300ha以上を標準として配置する。国家的な記念事業等として設置するもの

にあっては、その設置目的にふさわしい内容を有するように配置する。
国営公園

大都市その他の都市圏域から発生する多様かつ選択性に富んだ広域レクリエ－ション需要を充足することを目的
とし、総合的な都市計画に基づき、自然環境の良好な地域を主体に、大規模な公園を核として各種のレクリエ－
ション施設が配置される一団の地域であり、大都市圏その他の都市圏域から容易に到達可能な場所に、全体規模
1000haを標準として配置する。

レクリエーショ
ン都市

主として一の市町村の区域を超える広域のレクリエ－ション需要を充足することを目的とする公園で、地方生活
圏等広域的なブロック単位ごとに１箇所当たり面積50ha以上を標準として配置する。

広域公園

大規模公園

都市住民全般の主として運動の用に供することを目的とする公園で都市規模に応じ１箇所当たり面積15～75haを
標準として配置する。

運動公園

都市住民全般の休息、観賞、散歩、遊戯、運動等総合的な利用に供することを目的とする公園で都市規模に応じ
１箇所当たり面積10～50haを標準として配置する。

総合公園

都市基幹公園

主として徒歩圏内に居住する者の利用に供することを目的とする公園で誘致距離１kmの範囲内で１箇所当たり面
積４haを標準として配置する。都市計画区域外の一定の町村における特定地区公園（カントリ－パ－ク）は、面
積４ha以上を標準とする。

地区公園

主として近隣に居住する者の利用に供することを目的とする公園で近隣住区当たり１箇所を誘致距離500mの範囲
内で１箇所当たり面積２haを標準として配置する。

近隣公園

もっぱら街区に居住する者の利用に供することを目的とする公園で誘致距離250mの範囲内で１箇所当たり面積
0.25haを標準として配置する。

街区公園

住区基幹公園

内容種別種類



駐車場



駐車場法

第３条（駐車場整備地区）
都市計画法（昭和四十三年法律第百号）第八条第一項第一号の商業地

域（以下「商業地域」という。）、同号の近隣商業地域（以下「近隣商業地域」
という。）、同号の第一種住居地域、同号の第二種住居地域、同号の準住
居地域若しくは同号の準工業地域（同号の第一種住居地域、同号の第二
種住居地域、同号の準住居地域又は同号の準工業地域にあつては、同項
第二号の特別用途地区で政令で定めるものの区域内に限る。）内において
自動車交通が著しくふくそうする地区又は当該地区の周辺の地域内におい
て自動車交通が著しくふくそうする地区で、道路の効用を保持し、円滑な道
路交通を確保する必要があると認められる区域については、都市計画に駐
車場整備地区を定めることができる。

第４条（駐車場整備計画）
駐車場整備地区に関する都市計画が定められた場合においては、市町

村は、その駐車場整備地区における路上駐車場及び路外駐車場の需要及
び供給の現況及び将来の見通しを勘案して、その地区における路上駐車
場及び路外駐車場の整備に関する計画（以下「駐車場整備計画」という。）
を定めることができる。



駐車場整備地区

決定年月日 ： 当初 1967年（昭和42年）3月9日

最終 1990年（平成2年）12月1日

面 積 ： 904ha（西部：154ha、中央：714ha、東部：36ha）

【西部】 【中央】 【東部】



地区計画



地区計画の目標

名 称 王子公園地区地区計画

位 置 神戸市灘区王子町2丁目、王子町3丁目及び青谷町1丁目

区 域 計画図表示のとおり

面 積 約20.9ha

地区計画
の目標

当地区は、市東部の灘区地域の核となる王子公園があり、
周辺には文化施設や教育施設が集積している。
当地区では、動物園をはじめとする公園施設を魅力あるもの

として再整備するとともに、学術・文化拠点のシンボルとなる大
学の立地により賑わいを創出することで、公園機能の向上を
図り、住民の生活の質の向上に寄与することを目指すこととし
ている。
本計画は、地区の歴史や文化を踏まえ、地区全体で一体性

をもった土地利用、景観を誘導し、公園の区域だけでなく、立
地する大学も含めて開放的でゆとりある環境を確保し、周辺環
境と調和した魅力的な空間の創出を目標とする。



区域の整備・開発及び保全に関する方針

土地利用の
方針

当地区を「スポーツ・レクリエーション地区」と「教育・研究地
区」に区分し、スポーツ施設や文化施設、教育施設が集積す
る文教エリアとしての特性や地域の歴史を活かした緑あふれ
る周辺環境との調和を図る。
1.「スポーツ・レクリエーション地区」

緑地や動物園、スポーツ施設など、各施設が有機的に
つながり、賑わいとゆとりのある公園機能の向上を目指す
地区とする。

2.「教育・研究地区」
公園と一体的かつ地域に開かれた教育・研究施設の

立地を誘導することで賑わいを創出するとともに、開放的で
ゆとりある空間の創出を目指す地区とする。



区域の整備・開発及び保全に関する方針

建築物等の
整備の方針

1.「スポーツ・レクリエーション地区」
緑地や動物園、スポーツ施設など、各施設が有機的に

つながり、賑わいとゆとりのある環境を形成しつつ、周辺
環境との調和を図るため、建築物等の用途、規模に留意
して整備を行う。

2.「教育・研究地区」
自然豊かな周辺環境との調和を図り、公園と一体となり、

開放的でゆとりのある環境を形成するため、建築物等の
用途、配置等に留意して整備を行う。



地区整備計画の概要

建
築
物
等
に
関
す
る
事
項

地区の
細区分

名称
スポーツ・レクリエーション

地区
教育・研究地区

面積 約17.3ha 約3.6ha

建築物等の
用途の制限

建築基準法第48条第6
項の規定にかかわらず、
次の各号に掲げる用途に
供する建築物は建築する
ことができる。
1.観覧場の用途に供する
建築物でその客席部分
の床面積の合計が
10,000㎡以下のもの

2.建築基準法別表第2
(へ)項第4号に掲げる
建築物

次の各号に掲げる建築
物以外の建築物は建築し
てはならない。
1.大学、高等専門学校
2.前号に掲げる建築物に
附属する建築物



地区整備計画の概要

建
築
物
等
に
関
す
る
事
項

地区の
細区分

名称
スポーツ・レクリエーション

地区
教育・研究地区

面積 約17.3ha 約3.6ha

壁面の位置の
制限

1.建築物の外壁又はこれに
代わる柱の面から計画図
表示の道路境界線までの
距離は５ｍ以上とする。

2.前項に規定する距離に満
たない距離にある建築物
又は建築物の部分が、次
の各号のいずれかに該当
する場合は、同項の規定
は適用しない。

(1)公共用歩廊その他これに
類するもの

(2)床面積の合計が10㎡
以下であるもの



地区整備計画の概要

建
築
物
等
に
関
す
る
事
項

地区の
細区分

名称
スポーツ・レクリエーション

地区
教育・研究地区

面積 約17.3ha 約3.6ha

垣又はさくの
構造の制限

計画図表示の敷地境界線
及び道路境界線に面する部
分の門、塀、垣又はさくの構
造は次の各号のいずれか
に掲げるものとする。
1.生け垣又は透視可能な
さくで高さ1.2ｍ以下のもの

2.危険防止のためにやむを
得ず設置するもの

主な用途地域 第2種住居地域



計画図（地区計画）



地区整備計画の制限内容

住宅や店舗、

事務所等の

建築が可能

単独車庫

（300㎡以下、2階以下）

の建築不可

観覧場の建築不可

大学や病院等の

建築が可能

一定規模の工場等の

建築が可能

大学等以外の

建築を制限

観覧場、単独車庫の

建築を緩和


